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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

成
　
果

最
終
評
価

3

本年度は耕作放棄地を3.7ha解消できたことから、成果は概ねあったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度は高くなっている。耕作放棄地の増加防止、解消を図るべく、
事業を継続されたい。

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

農業従事者の減少により耕作放棄地が増加、周囲の農地にも悪影響を及ぼしていることから、市が耕作放棄地解消に取
り組む必要性は高いと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

4

農業委員会と連携して取り組みを進めており、効率性は高いと判断する。

基本事業名 06
耕作放棄地対策事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 01 農林業の振興

施　　策 02 農地の保全

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

担当課 401000 建設産業部・農林振興課 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401000 建設産業部・農林振興課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 01 農林業の振興

施　　策 03 農業者・団体の育成・支援

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

生産にかかる施設整備への支援については、経営基盤の強化のみならず担い手の確保や農地の保全にも寄与するもので
あり、必要性が高いと判断する。

基本事業名 03
農業経営支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

本事業を実施することで、生産内容や品質の向上が進み、農業者の農業経営改善が図られたことから、成果は概ねあっ
たと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

生産内容や品質の向上を図る多くの補助事業を、県の支援と合わせて行っており、概ね効率的であったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、元気おばちゃん支援事業への市民の満足度は低かった。各種経営支援策の必
要性は高いため、改善を加えながら事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401000 建設産業部・農林振興課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 01 農林業の振興

施　　策 04 農産物の生産・消費拡大

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

地産地消は、地元農産物の消費拡大による農業振興、農村の活性化、農地の保全、市民の農業への理解促進につながる
ものであり、学校給食への利用においては児童生徒の食育にも活用されており、市として取り組む必要性が高いと判断
する。

基本事業名 01
地産地消推進事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

農産物直売所の売上や客数も多く、概ね成果はあったと判断する。「新米さんいらっしゃい事業」では、地元産米を農
産物直売所を介して贈呈することで新たな購買層を開拓する機会となった。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

農産物直売所については、農業者等で組織された利用組合により運営されており、市はその運営の支援と施設の管理を
行っている。また、学校給食については、給食センター、生産者、農協と連携して地場農産物利用の推進を図っている
ことから、効率性は概ねあると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、新米さんいらっしゃい事業に対する市民の満足度は低かった。今後は取り組
み手法に改善を加えながら、地産地消推進のための事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401500 建設産業部・商工政策課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 02 商工業の振興

施　　策 01 商工業の活性化

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

商工業の活性化による持続可能な力強い自治体を目指しており、市内事業所の活性化を図る意味からも継続する必要性
が概ねあると判断する。

基本事業名 01
商工業活性化事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

商工会活動の支援や地域商品券の発行により、商工業の活性化に一定の成果があったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

市内事業者の支援については商工会と連携して実施しており、また、地域商品券は県の支援制度も活用して実施してお
り、概ね効率的であると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、地域商品券の発行支援に対する市民の満足度は低い。今後は市民への周知を
行いながら改善を加え、事業を継続されたい。



１９－１ 



 

 

１９－２ 



 

 

 

１９－３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９－４ 

平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401500 建設産業部・商工政策課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 02 商工業の振興

施　　策 01 商工業の活性化

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

市内外のたくさんの人々に特産品などの展示、ＰＲや販売を行うことが出来、市民と商工業・農林業の交流の場を提供
しており、必要性が高い。

基本事業名 02
地元産品販路拡大事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

各イベントには多くの出店があり、来場者も多い。目標は概ね達成していると判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

商工会、ＪＡ、観光協会と共働で各種イベントを企画・運営し、多くの来場者数につながっており、概ね効率的である
と判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 3

事業満足度調査では、まつり古賀の市民満足度は高く、食のまつりの満足度はやや低い。経費は抑
えながら、より効果が出るよう事業を継続されたい。
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（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401500 建設産業部・商工政策課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 02 商工業の振興

施　　策 01 商工業の活性化

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

様々なイベントの開催を支援することにより、商店街が賑わいと元気を創出し活性化されるとともに、本市の玄関口と
しての賑わいも創出することから、必要性が概ねあると判断する。

基本事業名 03
商店街活性化事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

各イベントを通じて、多くの来場者に商店街のPRと利用機会の創出ができたことから、概ね成果があったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

各イベントを商工会と連携して実施しており、概ね効率性はあったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高かった。今後とも商工会と連携して事業を継続された
い。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401500 建設産業部・商工政策課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 活気とにぎわいあふれるまちづくり

政　　策 03 観光の振興

施　　策 01 観光の活性化

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

市内の観光資源の情報発信を行うことは、観光客を誘引することにつながるため、必要性は概ねあると判断する。

基本事業名 01
観光情報発信事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

観光協会や観光関係団体と連携して情報発信を実施し、観光客の誘引に寄与したことから、概ね成果があったと判断す
る。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

観光情報発信や観光案内所運営を観光協会や観光関係団体と連携して実施しており、概ね効率的であると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、今後も継続して事業を実施されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 401500 建設産業部・商工政策課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 06 すこやかで元気あふれるまちづくり

政　　策 07 生活支援の充実

施　　策 02 就労の支援

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

無料職業紹介所では、独自の企業マッチング（職業紹介）により、相談員がその人にあった求人情報を探し紹介してお
り、市としても必要な事業である。

基本事業名 01
就労支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

無料職業紹介所の就職者数も平成22年度335人から平成23年度382人と伸びており、また、緊急雇用創出事業においても
64人の雇用を創出することができたことから、概ね成果があったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

4

無料職業紹介所を開設することにより、毎年就職決定者数も伸びている。また、県の緊急雇用創出事業を活用すること
により、多くの雇用促進が図られ、効率的であると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、無料職業紹介所の就労支援事業に対する市民の満足度が高かった。今後と
も、国や県と連携を図りながら事業を継続されたい。
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（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 建設産業部長 渋田　安広

担当課 403000 建設産業部・建設課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 07 互いに認めあいみんなでつくるまちづくり

政　　策 05 適正な行財政運営の推進

施　　策 21 その他

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

土地境界のトラブル防止や災害等による土地形状の変容の復元など、一筆ごとの土地情報をデータ化し管理していくこ
とは官民共に必要性が高い。

基本事業名 05
地籍調査事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

平成２３年度に実施予定であった研修、情報収集、公図整理、データ集約作業等の事項については完了し、概ね成果は
あったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

平成２５年の事業着手に向け、平成２４年度に策定する基本計画に必要な各種情報収集や基本データの集約などの準備
を、最小限の経費で行っており、概ね効率性があると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 4

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高かった。平成２５年度から事業着手予定であり、事務
量、事業費の増大が見込まれることから、今後は事業を拡充のうえ実施されたい。


